関東教区各種申請一覧
１．教区教会互助『教師謝儀互助』申請
　教師謝儀援助は、教区教会・伝道所の連帯の強化・宣教の使命を共同で担う・宣教力の強化を図るという主旨に基づき行われている。
申請には、以下の諸書類（要地区承認）を要する。なお、申請は、１月３１日までに行うこと。
①教師謝儀互助申請書
②当該年度の教会総会資料
③互助申請を決議した役員会記録の写し
④当該年度4月～12月の会計収支報告書
運用に関しては、関東教区互助規則、並びに関東教区教会互助施行細則を参照のこと。ただし、互助を伴う人事については、事前に教区に相談の上、①地区委員会の承認、②教区人事部の調整、③教区互助委員会への申請という手順を踏んでください。
２．教区教会互助『緊急互助』申請
　災害または教師家族の医療費支払いなどにより、生活に大きな支障が生じ、緊急に互助の必要が認められる場合に適用する。
申請には、必要書類（要地区承認）を要する。なお、申請は随時受け付ける。
①教区教会互助「緊急互助」申請書
運用に関しては、関東教区互助規則、並びに関東教区教会互助施行細則を参照のこと。
３．教区教師家族教育費（奨学金）申請
　教師家族及び伝道献身者の教育費互助を目的とし、返還を要さない奨学金。
　奨学金は、中学生5,000円、高校生8,000円、大学生10,000円、伝道献身者10,000円とする。
財源は、この目的達成のため、基金と献金受け入れ口座を設定する。①基金は別途会計の「教育費互助基金」を原資とする。②基金への献金は、教会、個人、その他からの献金を持って当てる。③基金の目標を当面１千万円とする。

申請には、必要書類（要地区承認）を要する。申請は、１月３１日までに行う。
①教区教師家族教育費（奨学金）申請書
４．教区教会協力費申請
　４-①　教区教会協力費申請（集会用）
　４-②　教区教会協力費申請（事業用）
教区教会協力費（集会用・事業用）は、教会・伝道所の計画した伝道活動に対する援助を目的とし、集会予算額・事業予算額の半額以下を援助する。ただし、援助額は、5万円を超えないものとする。申請には、以下の諸書類（要地区承認）を要する。なお、申請は、集会あるいは、事業を行う前までに行う。
①教区教会協力費申請書
②協力費の申請を決議した役員会記録の写し
＊集会・事業の完了後に、報告書（収支報告書・領収書の写しを含む）を提出すること。
＊多くの教会に利用されることを目的としているため、一教会が単年度で複数の申請をすること、連続年度で申請をすることは控えてください。
５．教区教育費互助基金借入申請
　教師家族及び伝道献身者の教育費互助を目的とする。下記のように定める。
申請をする場合、連帯保証人を立てること。

伝道献身者の場合、申請をする時点において、教区内諸教会・伝道所に所属している者とする。また、役員会が連帯保証人となることができる。

財源は、この目的達成のため、基金と献金受け入れ口座を設定する。①基金は別途会計の「教育費互助基金」を原資とする。②基金への献金は、教会、個人、その他からの献金を持って当てる。③基金の目標を当面１千万円とする。

融資額は、基本総額の５０％を奨学金原資として常時積み立て、残り５０％を融資金として活用する。

申請には、必要書類（要地区承認）を要する。なお、申請は随時受け付ける。
①貸出額は、年間60万円を上限とする。（無利子）
②貸出期間　卒業後3年以内に返済を完了する。
③基本財源は、献金と、一般会計より当面毎年100万円を繰り入れることとする。
＊返済計画（返済責任者、連帯保証人）を明確にすること。
６．教区会堂・牧師館建築緊急貸出基金借入申請
会堂・牧師館の土地購入・新築、増改築に際して、当初の返済計画に不測の事態が生じた場合、一時的に貸し出すことを目的とする。
①貸出額は、一括200万を上限とする。（無利子）
②貸出期間　1年

申請には、下記の書類（要地区承認）を必要とする。なお、申請は随時受け付ける。

①教区会堂・牧師館建築緊急貸出基金借入申請書
②貸出基金借入の申請を決議した役員会記録の写し
７．中越地震被災教会に対する教区教会負担金減免申請
2004年10月23日に起きた中越地震によって被災した教会に対して、教会財政の負担を軽減するために教区教会負担金の一部、或いは全部を減免する。
財源は、「新潟県中越地震支援募金」とする。
申請には、以下の諸書類を要する。
①新潟県中越地震被災支援申請書

②新潟県中越地震被災支援申請を決議した役員会記録の写し

８．教区教会負担金減免申請
小規模教会（現住陪餐会員10名以下）の経済的負担を軽減することを目的とする。減免内容は、伝道所への減免項目（教師謝儀全額、建物費、借地借家料）を適用する。
なお、減免申請は毎年10月末までに行い、第3回（11月）常置委員会で承認をする。減免された財源は、補正予算を組み直す。最低負担額は12,000円とする。
申請には、以下の諸書類を要する。
①教区教会負担金減免申請書
②教区教会負担金減免申請を決議した役員会記録の写し
註：該当する教会とは、免除を受けたいとする年度の教区教会負担金額算出の基礎データとなった年度報告書において、現住陪餐会員が10名以下の教会とする。また、そこに用いられる減免項目（教師謝儀全額、建物費、借地借家料）の基礎データも、教区教会負担金額算出に用いた基礎データに依る。すなわち、2010年度に、減免申請を出す場合、2010年度の教区教会負担金額算出の基礎データは、2009年度報告書であり、2009年度報告書において、現住陪餐会員が10名以下の教会が対象となる。

９．教団年金掛金補助申請書
教職の教団年金新規加入、加入継続を助けることを目的とする。「教師退職年金等規則」第１９条に定められている掛け金負担を補助する（1等級加入程度額）。申請には、必要書類を要する。申請は５月末までに行う。
　申請には、以下の書類を要する。

①教団年金掛金補助申請書
②教団年金掛金補助申請を決議した役員会記録の写し

その他
ａ．牧師（伝道師）就任式司式者派遣依頼

担任教師が教会に就任して、就任式を行う場合は、教区と相談のうえ就任式を行うこととなります。司式者を教区より派遣いたしますので、所定の申請書を提出ください。司式者については、教区で協議のうえ決定いたしますので、事前の打ち合わせは行わないでください。

なお、就任式のご案内は、就任の挨拶として、基本的には教区内諸教会・伝道所、関係学校、教区事務所へ発送ください。
司式者派遣に関する費用は、交通費については教区が負担をいたしますので、それ以外の費用については、教会・伝道所でご検討ください。
礼拝内で就任式を行う場合でも、同様の手順をおとりください。
